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第３回理事会【オンライン開催】県教委要望検討
９月７日（水）午後２時より第３回理事会を新型コロナウイルス感染拡大防

止のため，オンラインで開催し，以下の内容を中心に協議が行われた。

・県教委令和５年度予算要望の検討 ・退職後の雇用拡大等に関する要望

・全管協関係の要望 ・県議会議長への署名活動

・徳管協本部の研修や事業について ・各支部活動や研修について 等

県教委要望の内容について検討する中で，特に県教委より対応が出された定

年延長制，病休等代替え教職員の確保の厳しい状況や教職を目指す若い世代の

減少等人材不足の問題，学校再編に絡む統合・休校について意見が出され，協議や情報交換を行われた。県教

委には，定年延長制，学校現場における人材不足，部活動の地域移行を中心に要望していく。

「退職後の雇用拡大と雇用条件・処遇改善」についての要望
徳管協は，管理職員会員の令和３年度末退職者６３名と令和３年度再任用校長・教頭計１９名にアンケート

を行い，退職後の動向調査を実施した。その結果，３年度末退職者の約８３％が再任用・最雇用・再就職とな

っていることが動向調査より分かった。また，再任用管理職１９名の内１４名が再任用・最雇用・再就職の動

向結果となっている。徳管協は本年度も１０月から本部又は各支部において，県教委と各市町村教委教育長を

訪問し，退職者等の再任用・再雇用について，主に次の２点について要望活動を展開する予定である。

【要 望 事 項】

１ 教育管理職の経験と職歴を活かした，退職後の雇用拡大の働きかけの要望

２ 雇用先の勤務条件と処遇改善（給料・健康保険・年休等）の働きかけの要望

義務標準法・人確法・義務教育費国庫負担制度の署名活動のお願い
１０月２８日（金）実施の県議会議長への義務標準法・人確法・義務教育費国庫負制度に関する署名活動に

ついてお願いします。署名活動は徳管協・徳教団・徳公教組の三団体が，次の３つの要望趣旨で行っています。

一 今日的な教育諸課題に対応するため，早急に次期義務教育諸学校等の標準法の改正を図り，教職員定数の

る改善を図ること

一 教育現場に優れた人材を確保するため，人材確保法を尊重し，教育専門職としてふさわしい給与・待遇と

すること

一 教育の機会均等と教育水準の維持向上のために，義務教育にかかる費用を全額国庫負担とすること。

署名期間は９月末までです。署名は徳管協各支部に送付してください。ご協力よろしくお願いします。

ライフプラン・セミナー（退職後の生活設計）開催
７月２６日（火）１３：３０から，県教育会館５F小ホールにおいて徳管協会

員２１名の参加を得て，新型コロナウイルスの感染対策を行い「ライフプラン・

セミナー」を開催した。約２時間半にわたって「退職金，退職後の福利厚生に

ついて」（県教委福利厚生課），「セカンドライフの資産運用等について」（阿波

銀行），「管理職員の退職後の動向調査について」（徳管協事務局）等，会員の退

職金や退職後の生活や福利厚生，セカンドライフの資産運用等についての有意

義なセミナーとなった。
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第 ４ ６ 回 徳 教 研 教 育 研 究 大 会 の 案 内
１１月３日（木）１４：００～１６：００に第４６回徳教研教育研究大会がオンライン（Zoom）で開催され

ます。徳島県教育文化研究所主催，徳管協共催です。「今，学校現場に必要な情報モラル～子どもたちへの伝え方

～」の演題で，講師は篠原嘉一氏です。都合が付く方はご参加ください。詳しくは次の案内をご覧ください。


